
第３回 紀の川下流部大規模氾濫に関する 

減災対策協議会 

日時：平成２９年６月２１日（水）１４：００～ 

場所：和歌山河川国道事務所５階会議室     

 

議事次第 

１．挨拶 

 

２．議事 

（１） 紀の川下流部の減災に係る取組状況について 

１）和歌山河川国道事務所の取組 

２）各市の取組（和歌山市、岩出市、紀の川市） 

３）和歌山県の取組 

４）和歌山地方気象台の取組 

（２） その他 

１）「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画について 

２）「水防法等の一部を改正する法律」の概要について 

３）減災対策協議会の拡大について 

 

【配布資料】 

  ・議事次第 

  ・出席者名簿 

  ・配席図 

  ・資料－１ 「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく紀の川（下流部）の 

減災に係る取組方針 

  ・資料－２ 「紀の川（下流部）の減災に係る取組方針」の取組状況 

  ・資料－３ 和歌山河川国道事務所の取組 

  ・資料－４ 和歌山市の取組 

  ・資料－５ 岩出市の取組 

  ・資料－６ 紀の川市の取組 

  ・資料－７ 和歌山県の取組 

  ・資料－８ 和歌山地方気象台の取組 

  ・資料－９ 「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画について 

  ・資料－10 「水防法等の一部を改正する法律」の概要について 

・資料－11 減災対策協議会の拡大について 

・資料－12 紀の川下流部大規模氾濫に関する減災対策協議会規約（案） 



日　時： 平成29年6月21日（水）14時00分～
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日　時：平成29年6月21日（水）14:00～

場　所：和歌山河川国道事務所５階　会議室

所　属　・　役職 氏　　　名

1 尾花　正啓 総合防災課長 川崎　勝

2 中芝　正幸 総務部総務課長 木村　清隆
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危機管理課　次長兼課長
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4 森戸　義貴 河川・下水道局長 永田　和之

5 山田　尚幸

6 神出　政巳 危機管理課　課長 尾崎　正幸

7 寺本　光嘉 副町長 小川　裕康

8
近畿地方整備局
紀の川ダム統合管理事務所

事務所長 松田　晋次

9
近畿地方整備局
和歌山河川国道事務所

事務所長 寺沢　直樹

10 副所長 幅岸　修一

11 総括保全対策官 竹中　宏徳

12 河川管理課　専門官 足立　哲也

13 河川管理課　技官 荻野　恭輔

14 河川課防災班　班長 前　文仁

15 河川課防災班 木村　洋郎
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

機密２

和歌山河川国道事務所の取組

洪水リスク軽減のための取組み
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機密２

1

沿川７市町各管内の重要水防箇所等を関係市町職員、水防（消防）団、気象台の方々と和歌山河川国道事務所とで現地確認及び情
報を共有しました。

○ 共同点検実施日時

１．岩出市 平成２９年５月２３日（火）
２．橋本市 平成２９年５月２４日（水）
３．五條市 平成２９年５月３０日（火）
４．九度山町 平成２９年６月 ６日（火）
５．和歌山市 平成２９年６月 ８日（木）
６．紀の川市 平成２９年６月１２日（月）
７．かつらぎ町 平成２９年６月１４日（水）

共 同 点 検 に お け る 情 報 共 有
河川の狭窄部や合流地点、堤防高不足箇所や無堤部箇所
等、洪水に対してリスクの高い区間を現場でひとつひと
つ確認し、紀の川・貴志川が増水した時はこれらの場所
に留意して対応頂くなど意見交換を行いました。
水防（消防）団員の方からは、河川内の樹木伐採や堆積
土砂の撤去等の御意見も頂きましたが、紀の川の維持管
理計画をご理解頂けるよう説明しました。

岩出市との堤防断面A 現地点検 橋本市との堤防高A 現地点検

左岸16.6k付近 右岸49.2k付近

五條市との無堤区間 現地点検

左岸61.2k付近

九度山町との無堤区間 現地点検

左岸45.4k付近

左岸0.2k付近

和歌山市とのパラペット区間 現地点検
紀の川市とのパラペット区間 現地点検

右岸32.2k付近

紀の川市との堤防高B 現地点検

左岸33.6k付近

資料2の4頁 水① 水害リスク情報の共有に向けた水防団等との共同点検の実施
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国土交通省では、平成２７年１２月に策定した「水防災意識社会 再構築ビジョン」のもと、流域住民の主体的な避難を
促進するため、国が管理する2河川（鬼怒川、肱川）の流域自治体（茨城県常総市、愛媛県大洲市）において、携帯電話
事業者が提供する緊急速報メールを活用した洪水情報※1のプッシュ型配信※2を開始しました。
紀の川においても、５月から一部の地域においてプッシュ型配信を実施しています。

※1 洪水情報とは、指定河川洪水予報の氾濫危険情報（レベル４）及び氾濫発生情報（レベル５）の発表を契機として、流域住民の主体的な避難を
促進するために配信する情報です。

※2 プッシュ型配信とは、受信者が要求しなくても発信者側から情報が配信される仕組みのことです。

現在の配信概要
対象河川・配信エリア 紀の川：和歌山県和歌山市、岩出市、紀の川市、かつらぎ町、九度山町、橋本市

奈良県五條市

配信先 三谷：和歌山県和歌山市、紀の川市、橋本市、かつらぎ町、九度山町
五條：和歌山県橋本市、かつらぎ町、九度山町

奈良県五條市
船戸：和歌山県和歌山市、岩出市、紀の川市

対象者 配信エリア内の携帯電話（※1）のユーザーを対象
※1：NTTドコモ、KDDI・沖縄セルラー、ソフトバンク（ワイモバイル含む）

配信する情報
紀の川において、河川氾濫のおそれがある（氾濫危険水位を超えた）情報及び河川氾濫が発生した情報を配信

洪水情報の配信イメージ

受信メッセージのイメージ
（提供元：携帯電話事業者）

2

資料2の5頁 住① 住民の避難行動を促すためのプッシュ型の洪水予報等の情報発信のための整備

（スマートフォン等を活用したプッシュ型情報の発信・普及活動の検討）
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貴
志
川

紀の川

貴
志
川

紀の川
和歌山市

岩出市

紀の川市

かつらぎ町

九度山町

五條市

橋本市

流下能力対策

凡例 ﾊﾟｲﾋﾟﾝｸﾞ対策パイピング対策

全体 1.1km
H28対策済 1.1km
残 ―

※具体の実施箇所等については、今後の調査検討や、洪水被害の発生状況等によって変わる場合があり
ます。
※表示されている各対策の延長計については、四捨五入の関係で概要図と合致しない場合があります。
※今後概ね５年間で対策を実施する区間を記載しています。

後田地区嶋地区

嶋地区

全体 0.9km
H28対策済 0.9km
残 ―

後田地区
全体 0.2km

H28対策済 0.2km
残 ―

後田地区、嶋地区において堤防の裏法尻にドレーン工を
設置した。

3

資料2の7頁 洪① 洪水を河川内で安全に流す対策（パイピング対策）
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貴
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川

紀の川

紀の川
和歌山市

岩出市

紀の川市

かつらぎ町

九度山町

五條市

橋本市

流下能力対策

流下能力対策
全体 5.5km

H28対策済 1.16km
残 4.34km

凡例 流下能力対策

※具体の実施箇所等については、今後の調査検討や、洪水被害の発生状況等によって変わる場合があります。
※表示されている各対策の延長計については、四捨五入の関係で概要図と合致しない場合があります。
※今後概ね５年間で対策を実施する区間を記載しています。

二見地区

野原西地区

三谷地区

風市地区

二見地区

全体 1.1km
H28対策済 0.14km

残 0.96km

野原西地区
全体 0.7km

H28対策済 0.19km
残 0.51km

九度山地区

全体 1.5km
H28対策済 0.13km

残 1.37km

三谷地区
全体 0.5km

H28対策済 0.5km
残 ―

風市地区

全体 0.2km
H28対策済 0.2km
残 ―

二見地区、野原西地区、九度山地区、風市地
区において築堤を行った。
三谷地区は築堤護岸を整備した。

4

資料2の7頁 洪② 洪水を河川内で安全に流す対策（流下能力対策）

九度山地区
段地区

全体 1.5km
H28対策済 ―
残 1.5km
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貴
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川

紀の川

和歌山市

岩出市

紀の川市

かつらぎ町

九度山町

五條市

橋本市

凡例 天端の保護

※具体の実施箇所等については、今後の調査検討や、洪水被害の発生状況等によって変わる場合がありま
す。

※危機管理型ハード対策と併せて、住民が自らリスクを察知し、自主的に避難できるようなソフト対策を実施
予定です。
※表示されている各対策の延長計については、四捨五入の関係で概要図と合致しない場合があります。
※今後概ね５年間で対策を実施する区間を記載しています。

「危機管理型ハード対策」のイメージ

堤防天端をアスファルト等で保護した堤防では、
ある程度の時間、アスファルト等が残っている。

堤防天端をアスファルトで保護し、堤防への雨水の浸透を
抑制するとともに、越水した場合には法肩部の崩壊の進行
を遅らせることにより、決壊までの時間を少しでも延ばす

アスファルト等

堤防天端の保護

天端の保護
全体 2.8km

H28対策済 2.0km
残 0.8km

東渋田地区

岸上地区 五條地区

全体 0.6km
H28対策済 ―
残 0.6km

岸上地区
全体 1.0km

H28対策済 1.0km
残 ―

清水地区

全体 0.2km
H28対策済 ―
残 0.2km

東渋田地区
全体 0.6km

H28対策済 0.6km
残 ―

東渋田地区

全体 0.4km
H28対策済 0.4km
残 ―

岸上地区、東渋田地区において堤防天端のアスファルト舗装を実施した。

5

資料2の7頁 危① 危機管理型ハード対策（天端の保護）
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貴
志
川

紀の川

和歌山市

岩出市

紀の川市

かつらぎ町
九度山町

五條市

橋本市

L=5.0km

L=5.0km

L=0.6km
L=0.8km

L=1.7km L=0.8km

L=0.4km

L=0.8km

L=2.0km

L=0.8km

L=1.2km
L=0.4km

凡例 裏法尻の補強

※具体の実施箇所等については、今後の調査検討や、洪水被害の発生状況等によって変わる場合があります。

※危機管理型ハード対策と併せて、住民が自らリスクを察知し、自主的に避難できるようなソフト対策を実施予定
です。
※表示されている各対策の延長計については、四捨五入の関係で概要図と合致しない場合があります。
※今後概ね５年間で対策を実施する区間を記載しています。

「危機管理型ハード対策」のイメージ

裏法尻をブロック等で補強し、越水した場合には深堀
れの進行を遅らせることにより、決壊までの時間を少し
でも延ばす

堤防裏法尻の補強

堤防裏法尻をブロック等で補強

※ 具体的な工法については検討中

裏法尻の補強
全体 19.5km

H28対策済 ―
残 19.5km

上野地区
岸上地区

清水地区

学文路地区

神野々地区

西脇地区

後田地区

遠方地区

調月地区

丸栖地区

直川地区～楠本地区

松島地区～布施屋地
区

こうずけ

きしがみ

しみず

かむろ

しれだ

にしわき
おちかた

つかつき

まるす

のうがわ くすもと

まつしま ほしや

このの

6

資料2の7頁 危② 危機管理型ハード対策（裏法尻の補強）
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7

洪水時の情報提供の強化のため、以下の箇所に設置 凡例 簡易水位計（新設）

★出島

高塚 松井
慈尊院

9.4k

19.2k
27.3k

貴
志
川

紀の川

42.2k

高塚★出島 松井

・洪水予報観測所（船戸・三谷・五條）受け持ち区域内で最も危険水位の低い
危険箇所
（高塚・松井・慈尊院）
★特定区間内危険箇所（出島）

観測所 左岸（受け持ち区間） 右岸（受け持ち区間）

船戸
貴志川合流点（和歌山県岩出市）から
海まで

和歌山県紀の川市・同岩出市境か
ら海まで

三谷
和歌山県伊都郡九度山町・同かつら
ぎ町境から貴志川合流点（和歌山県
岩出市）

和歌山県橋本市・同伊都郡かつら
ぎ町境から和歌山県紀の川市・同
岩出市境

五條
栄山寺橋から和歌山県伊都郡九度山
町・同かつらぎ町

栄山寺橋から和歌山県橋本市・同
伊都郡かつらぎ町境

船戸

三谷

五條

資料-2の7頁 避① 避難行動、水防活動に資する基盤等の整備（簡易水位計を新たに設置）

紀の川

紀の川

慈尊院





























紀の川市の取組
（平成２８年度）
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主な修正内容

•南海トラフ地震防災対策推進計画
○東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別

措置法改正による策定

•避難勧告等に関するガイドラインの改定
○「避難準備情報」及び「避難指示」の名称の変更

•紀の川市地震・災害対策の推進
○家具転倒防止対策 （建造物災害予防計画）

○防災訓練（教室）の開催 （防災訓練計画）

○災害協定に基づく防災会議の開催 （相互応援体制整備計画）

•その他、各資料のデータ修正
○緊急輸送道路ネットワーク図（更新）

○その他、各資料等データ修正

1



避難勧告等に関するガイドライン（平成29年1月改定）

主な変更点
平成28年台風18号による水害では、岩手県岩泉町の高齢者施設にお
いて避難準備情報の意味するところが伝わっておらず、適切な避難行動
がとれなかったことを踏まえて、避難を開始する段階であることを明確に
するなどの理由から、避難準備情報の名称を変更。

（変更前） （変更後）

避難準備情報 避難準備・高齢者等避難開始
避難勧告 避難勧告
避難指示 避難指示（緊急）

主な内容の充実

○ 避難勧告等を受け取る立場にたった情報提供の在り方

○ 要配慮者の避難の実効性を高める方法

○ 躊躇なく避難勧告等を発令するための市町村の体制構築

2

タイムラインの
策定



紀の川市地震・災害対策の推進（1）

3

●家具転倒防止対策 2,041千円

①転倒防止金具の購入補助
補助限度額：3千円

②転倒防止金具の設置
高齢者等の自身で金具の取付が困難な
方を対象に取付作業を市の委託を受けた
事業者が代行

③転倒防止金具取付用工具の貸出

家具転倒による被害を最小限に食いとめるため、家具
転倒防止対策を推進します。

家庭での震災対策の推進

①転倒防止金具の購入補助
対象：要支援者及び一般

②取り付け支援
対象：要支援者
・高齢者世帯などの取付困難な世帯向け

③工具の貸出
対象：一般
・下地探し機やコードレスインパクトドライバー
など

出前講座「家庭の防災」や自主防災
組織において行なっていた家具転倒
防止についての研修を、各家庭にて
より現実的に実施していただけるよう
に、本年度より追加いたしました。

地域防災計画 P.118

第12節 建造物災害予防計画
キ 家具転倒防止対策
家具転倒により被害を最小限に食いとめるため、
家具転倒防止対策を推進します。



紀の川市地震・災害対策の推進（2）

4

●防災訓練（教室）の開催 2,327千円
災害発生に備え、多くの市民の参加をいただき、大規模
地震の発生を想定した防災総合訓練を開催します。
また、小学校4～6年生を対象とした体験型防災教室を
平成29年度は市内6校を対象に開催します。
さらに、大規模地震発生時における
避難所運営が重要であることから、
職員を対象とした避難所運営訓練
を開催します。（追加）

市民一丸となって地域防災力の向上

【災害時の相互応援に関する基本協定構成市町】
紀の川市、愛知県阿久比町、滋賀県米原市、
岡山県真庭市、 山口県下関市

●災害協定に基づく防災会議の開催
日本一のホタルの里を目指す市町が集まり、平成29年度に
当市で開催される「ほたるサミット」において、
新たな取組みとして災害時の相互応援
協定に基づく防災会議（防災担当部会）
を開催し、実効性のある応援体制の
構築について議論を行います。

広域連携による防災力の強化

地域防災計画 P.181

第21節 防災訓練計画
方 針
職員は、大規模災害発生時における避難所運営
が重要であることから、職員を対象とした避難所運
営訓練を実施し、市民一丸となって地域防災力の向
上を目指す。

地域防災計画 P.194

第28節 相互応援体制整備計画
計 画
（1）ア 市は、相互応援協定の締結先と協議し、双方

の連絡窓口の確認をしておくと共に、共同で防
災訓練・防災会議を実施するなど、協定の運用
について習熟を図るとともに、実効性のある応
援体制の構築を図る。

防災に関する啓発活動・水害教育の拡充
迅速・的確な行動のための訓練等の実施



地域防災計画 P.184
第22節 防災知識普及計画
３ 計 画
（３） 小学生に対する防災教育の実施
市は、小学生に対し、各小学校区の地域で予想さ
れる災害の種類や、防災資機材の使用方法、また
災害時に必要な知識と技術を経験させて防災の重
要性について教育する。

その他の地震・災害対策の推進（1）

粉河小学校(クイズ形式の防災研修の様子)丸栖小学校(自主防災組織防災倉庫の見学)竜門小学校(消火訓練)麻生津小学校(避難体験)調月小学校(排水機場の見学)

NO. 実施小学校名 日程 参加人数

1 竜門小学校 平成28年6月27日 39人

2 麻生津小学校 平成28年6月30日 33人

3 丸栖小学校 平成28年7月5日 72人

4 調月小学校 平成28年7月14日 41人

5 粉河小学校 平成29年1月31日 131人

平成28年度実施 小学生防災教室
主なプログラム
・防災研修（台風と地震についてクイズ形式）
・避難場所と避難について（移動体験）
・非常食の試食（アルファ米の試食）
・初期消火訓練（消火器の使い方）
・災害時に役に立つもの（家庭にあるもので）
・防災倉庫に備えているもの(展示・見学)
※その他小学校区により内容を変更。

5

防災に関する啓発活動・水害教育の拡充
迅速・的確な行動のための訓練等の実施



├ 屋外拡声子局 機器設置工事

デジタルサイネージ整備

メール配信システム（職員参集システム含む）整備

└遠隔制御装置 機器設置工事

アナログ設備撤去

└遠隔制御装置 機器設置工事

鞆渕出張所

└戸別受信機整備 役所様指定場所・難聴エリア

那賀消防

├遠隔制御装置 機器設置工事

├屋外拡声子局 機器設置工事

└戸別受信機整備 役所様指定場所・難聴エリア

貴志川地区

├遠隔制御装置 機器設置工事

├屋外拡声子局 機器設置工事

└戸別受信機整備 役所様指定場所・難聴エリア

桃山地区

├遠隔制御装置 機器設置工事

├屋外拡声子局 機器設置工事

└戸別受信機整備 役所様指定場所・難聴エリア

那賀地区

├遠隔制御装置 機器設置工事

├屋外拡声子局 機器設置工事

└ 戸別受信機整備 役所様指定場所・難聴エリア

粉河地区

打田地区

├飯盛山

└鷹巣山

下 上 下

７月～ １月～１０月～ 1月～10月～４月～ ７月～

工事種別/作業項目
平成30年度

親局装置 機器設置工事

既設アナログ設備運用可能期間

上 下 上

４月～ ４月～ ７月～ 10月～ １月～ ４月～

中継局

平成28年度 平成29年度 平成31年度
下

10月～ １月～

上

７月～

施工計画
デジタル

運用デジタル・アナログ移行計画その他の地震・災害対策の推進（2）
市内に設置している防災行政無線の
デジタル化を進めます。
平成29年度については、主に那賀地区、
桃山地区の整備を実施します。
事業期間：平成26年度～31年度
総事業費：約8億3,900万円

より確実な情報伝達が可能

●防災行政無線のデジタル化 219,920千円

6

避難行動のための情報発信



紀の川市防災無線システム整備 （H29年度）

粉河地区粉河地区

遠隔制御装置

アナログ統合卓
（JAに操作卓有り。）

那賀地区那賀地区

遠隔制御装置

アナログ統合卓
（JAに遠隔制御装置有り。
）

桃山地区桃山地区

遠隔制御装置

アナログ統合
卓

貴志川地区貴志川地区

遠隔制御装置

アナログ統合
卓

【アナログ】

【デジタル】

屋外子局

紀の川市デジタル設備
※順次アナログから移行
紀の川市デジタル設備
※順次アナログから移行

鷹巣山中継局鷹巣山中継局

操作卓

【デジタル】

【アナログ】

飯盛山中継局飯盛山中継局

【アナログ】

紀の川市役所紀の川市役所

JA打田支所JA打田支所

遠隔制御装置（アナログ）

那賀消防那賀消防

遠隔制御装置

鞆渕出張所鞆渕出張所

遠隔制御装置

（NTT専用回線
デジタル）

（庁内NW回
線）

（庁内NW回
線）

屋外子局 戸別受信機

貴志川地区アナログ設備貴志川地区アナログ設備

屋外子局 戸別受信機

粉河地区アナログ設備粉河地区アナログ設備

屋外子局 戸別受信機

那賀地区アナログ設備那賀地区アナログ設備

屋外子局 戸別受信機

桃山地区アナログ設備桃山地区アナログ設備

神通・上鞆渕

デジタル
簡易中継設備
デジタル

簡易中継設備

【アナロ
グ】

【デジタ
ル】

操作卓
（アナログ）

【デジタ
ル】

【アナロ
グ】

【デジタ
ル】

【アナロ
グ】

【デジタ
ル】

【アナロ
グ】

屋外子局 戸別受信機

打田地区アナログ設備打田地区アナログ設備

デジタル波

アナログ波

7



水防計画改訂の主な内容

8

地域防災計画「紀の川市水防計画」 P.1017

第 5節 水位等の観測、通報及び公表
１ 水位の観測、通報及び公表
（3）水位の公表
② 欠測時の措置
量水標管理者は、自らの管理に係る観測所等にお
いて欠測が生じ、水位の通報及び公表ができない状
況であることが判明した場合は、速やかに欠測等の原
因を究明し早期の復旧に努めるとともに、その状況を
関係機関等に速やかに周知すること。

水防法等の一部を改正する法律案
の概要関係

災害弱者の避難について地域全体での
支援

○ 洪水や土砂災害のリスクが高い区域に存す
る要配慮者利用施設について、避難確保計画作
成及び避難訓練を義務化（現行は努力義務）し、
地域社会と連携しつつ確実な避難を実現。

○水防法改正に伴う法条項や文言を修正。

○避難勧告等に関するガイドライン改訂によ
る変更。

○水防活動の見える化の徹底。
・水防活動の認知度向上、団員士気の維持・向上、
団員の確保を目的に水防活動を実施した際に、
活動状況をHPに掲載するなどして広報活動を行
います。

※ 国土交通省の資料より



紀の川下流部大規模氾濫に関する減災対策協議会

和 歌 山 県 の 取 組

0

資料－７



防災に関する啓発活動、水害（防災）教育の拡充

○平成２９年３月、地域で避難計画を作成していくためのワークショップの実施を支援するため、

「避難対策ワークショップ運営の手引き」を作成

○今後、各市町村においては、この手引きを活用し、避難対策ワークショップ開催の中心となって

いただく運営者を育成する講座を実施し、各地域でワークショップを実施

1

【避難対策ワークショップの概要】 【ワークショップの状況（モデル地区）】



防災に関する啓発活動、水害（防災）教育の拡充

○地域の自主防災組織や企業などで、防災の中心的な担い手となる地域防災リーダーを育成する

ため、防災に関する知識、学術を学ぶ講座「紀の国防災人づくり塾」を３会場（田辺市、岩出市、

有田川町）で、延べ９回開催

2

平成28年度 紀の国防災人づくり塾（地域防災リーダー育成講座）

◆実施日
岩出市会場＿：１０月３０日、１１月１３日、１２月１１日
有田川町会場：１０月３０日、１１月１３日、１２月１１日
田辺市会場＿：１０月２３日、１１月２７日、１２月１８日

◆受講者
１８０人

◆カリキュラム
地震や津波、風水害、気象情報、災害医療、ボランティア活動などの講義
や、避難所運営のワークショップやまち歩き（災害時要援護者の避難支援）
といった演習など、６０分の講座を各日４～６講座実施。

講義・演習風景



防災に関する啓発活動、水害（防災）教育の拡充

3

○平成２９年６月５日、紀の川市立竜門小学校において、５年生及び６年生、計２７名の児童を対象

に「出張！県政お話講座」を開催

【アンケートの回答】

・大雨や雷雨の際、どこに避難したらよいかわかった。

・川の水に注意しないといけないことがわかった。

・天気予報をしっかり見ないといけないと思った。

・今度は地震について詳しく知りたい。

・川の上流が暗くなったら気を付けないといけない。

・自分の命は自分で守る

・川は１０分でも増水することがわかってびっくりした。



Japan Meteorological Agency

和歌山地方気象台の取組

危険度や切迫度を認識しやすくなるよう
分かりやすく情報を提供

資料-8



平成29年度出水期に実施予定の防災気象情報の改善の概要

1

平成ｘｘ年ｘｘ月ｘ日ｘｘ時ｘｘ分ｘｘ地方気象台発表
ｘｘ市
【発表】暴風，波浪警報 大雨，雷，濃霧注意報
【継続】高潮注意報

××市 今後の推移（ 警報級 注意報級）

発表中の

警報・注意報等の種別

７日 ８日

21-24 0-3 3-6 6-9 9-12 12-15 15-18 18-21 21-24

大雨

１時間最大雨量
(ミリ) 10 10 30 30 50 50 50 30

（浸水害）

暴風

風向
風速

（矢印・
メートル）

陸上 15 18 20 22 22 25 18 15 15

海上 20 22 25 28 28 30 22 20 20

波浪 波高（メートル） 5 5 8 8 8 9 8 7 7

高潮 潮位（メートル） 0.7 0.7 0.8 1.0 1.8 2.0 1.8 1.2 1.2

◯ 災害発生の危険度の高まりを評価する技術の開発
（表面雨量指数・流域雨量指数）

◯ 大雨警報・洪水警報等を発表した市町村内において
どこで実際に危険度が高まっているかを確認できる
危険度分布の提供

◯ 危険度分布の技術を活用した大雨特別警報の発表対象
区域の改善

基本的方向性
◯社会に大きな影響を与える現象について、可能性が高くなくとも発生のおそれを積極的に伝えていく。
◯危険度やその切迫度を認識しやすくなるよう、分かりやすく情報を提供していく。

交通政策審議会気象分科会提言「「新たなステージ」に対応した防災気象情報と観測・予測技術のあり方」 （平成27年7月29日）より

改善Ⅲ 危険度分布（メッシュ情報）の充実

改善Ⅱ「警報級の可能性」の提供

改善Ⅰ 危険度を色分けした時系列

◯ 今後予測される雨量等や危険度

の推移を時系列で提供

◯ 危険度を色分け

注意報・警報

（文章形式）

◯ 夜間の避難等の対応を支援する観点から、

可能性が高くなくても、「明朝までに警報級の現象に

なる可能性」を夕方までに発表

◯ 台風等対応のタイムライン支援の観点から、

数日先までの警報級の現象になる可能性を提供

【現在】

【改善策】

日付 明朝まで 明日 明後日 （金） （土） （日）

警報級の
可能性

雨 中 － － 中 高 －

風 中 － － 高 高 －

H29出水期
提供開始

H29出水期
提供開始

【降雨により災害発生の危険度が高まるメカニズム】



危険度を色分けした時系列で分かりやすく提供（気象警報等発表時）

平成○年○月７日２１時１９分釧路地方気象台発表
○○市
【発表】暴風，波浪警報 大雨，雷，濃霧注意報
【継続】高潮注意報

８日昼前までに大雨警報（浸水害）に切り替える可能性がある
８日昼前までに高潮警報に切り替える可能性がある

根室市 今後の推移（ 警報級 注意報級）
備考・

関連する現象
発表中の

警報・注意報等の種別
７日 ８日

21-24 0-3 3-6 6-9 9-12 12-15 15-18 18-21 21-24

大雨

１時間最大雨量

(ミリ)
10 10 30 30 50 50 50 30

（浸水害） 浸水注意

暴風

風向
風速

（矢印・
メートル）

陸上 15 18 20 22 22 25 18 15 15 以後も注意報級

海上 20 22 25 28 28 30 22 20 20 以後も注意報級

波浪 波高（メートル） 5 5 8 8 8 9 8 7 7 以後も警報級

高潮 潮位（メートル） 0.7 0.7 0.8 1.0 1.8 2.0 1.8 1.2 1.2
以後も警報級

ピークは８日１５時頃

雷 突風、ひょう

濃霧 視程200メートル以下

改善後現状

気象警報・注意報には、「警報級の現象が予想される期間」、「注意報級の現象が予想される期間」、
雨量や潮位の「予想値」等が記述されているが、受け手が危険度や切迫度を認識しづらい。

これまで文章形式で提供してきた「警報級の現象が予想される期間」等を、危険度に応じて
色分けした時系列の表形式により視覚的に把握しやすい形で提供。（平成29年度から）

計 画

現 状

平成○年○月７日２１時１９分釧路地方気象台発表
○○市
【発表】暴風，波浪警報 大雨，雷，濃霧注意報
【継続】高潮注意報
特記事項 浸水注意

８日昼前までに大雨警報（浸水害）に切り替える可能性がある
８日昼前までに高潮警報に切り替える可能性がある

風 警戒期間 ８日明け方から８日夕方まで
注意期間 ８日夜遅くにかけて以後も続く
ピークは８日昼過ぎ
北の風
陸上 最大風速 ２５メートル
海上 最大風速 ３０メートル

波 警戒期間 ８日明け方から８日夜遅くにかけて以後も続く
注意期間 ８日夜遅くにかけて以後も続く
ピークは８日昼過ぎ
波高 ９メートル

浸水 警戒期間 ８日昼前から８日夕方まで
注意期間 ８日明け方から８日夜のはじめ頃まで
１時間最大雨量 ５０ミリ

雷 注意期間 ８日明け方から８日夜遅くまで
高潮 警戒期間 ８日９時頃から８日２４時頃にかけて以後も続く

注意期間 ８日２４時頃にかけて以後も続く
ピークは８日１５時頃
最高潮位 標高 ２．０メートルの高さ

濃霧 注意期間 ８日明け方から８日夜遅くまで
視程 ２００メートル以下

付加事項 突風 ひょう

（警戒が必要な期間と、ピーク量・時間帯のみを記載。）
今後の危険度の高まりを即座に把握できる！

平成29年度

改善
防災情報提供システム
では平成28年度から
試行的に表示

文章形式 時系列の表形式

※ 気象警報は「警報級の現象が予想される期間」の最大６時間前に発表しています。 2



警報級の可能性

種別

1日 2日

3日 4日 5日 6日明け方まで 朝～夜遅く

18-6 6-24

大雨 － [中] [中] － － －

大雪 － － － － － －

暴風（暴風雪） － － － － － －

波浪 － － － － － －

種別

1日 2日

3日 4日 5日 6日明け方まで 朝～夜遅く

18-6 6-24

大雨 [中] － － － － －

大雪 － － － － － －

暴風（暴風雪） － － － － － －

波浪 － － － － － －

種別

1日 2日

3日 4日 5日 6日明け方まで 朝～夜遅く

18-6 6-24

大雨 － [高] － － － －

大雪 － － － － － －

暴風（暴風雪） － [高] － － － －

波浪 － [高] － － － －

今夜、大雨警報が
発表されるかもしれない。
参集する職員に
声をかけておこう。

土曜日・日曜日が
大雨の警報級の可能性が
[中]となっている。
今週末の当番は自分
なので遠出は控えよう。

• 遠出を控えるなど、職員が心構えを持つことができた。

• 警報が発表される可能性が高くはないが、警報が発表

されるかもしれない、という危機意識をもつことができた。

• 休日でもスムーズに参集できるよう、担当職員の所在を

確認した。

明日、警報が発表される
可能性が高い。
避難準備・高齢者等
避難開始を発令する
事態となるかもしれない。
手順を確認しておこう。

週末に警報級の可能性[中]となるケース

翌日早朝にかけて警報級の可能性[中]となるケース

次の日に警報級の可能性[高]となるケース • 避難準備情報（避難準備・高齢者等避難開始）を発令する

タイミングの目安になった。

• 警報発表前に避難場所開設の準備を行うことができた。

• 台風接近時の離島への職員派遣の判断の参考になった。

• 台風接近時に、防災行政無線や防災メールで特に注意

すべき時間帯を住民に周知する参考になった。

• 資機材の事前準備や確認のきっかけになった。

• 行事、イベント中止の判断の参考になった。

• 小中学校の休校や公共施設の閉鎖などの判断の参考に

なった。

• 担当職員に対し、退庁後の自宅待機を促したため、警報

発表時に体制を迅速に整えることができた。

• 勤務時間内に庁内放送を実施し、夜間でもすぐに職員が

参集できるようにした。

• 夜間の登庁方法を考えておく等、警報発表に備えることが

できた。

気象
警報等[高]のときは、気象警報等で

詳細な時間帯などを確認する。

○○県
気象情報

・社会的に大きな影響を与える警報級の現象（雨、雪、風、波）の発生のおそれを、 ［高］、［中］という
２段階の確度で提供

・５日先までの警報級の可能性を天気予報に合わせて05時・11時・17時に発表

利活用方法（聞き取り調査結果）

3



防災気象情報の改善（メッシュ情報の充実・利活用促進）
・大雨警報（浸水害）､洪水警報で警戒を呼びかけている市町村内で､実際にどこで浸水害､洪水害の
危険度が高まっているかを分かりやすく伝えることで､住民の主体的避難を支援します。

降った雨による洪水のリスク
洪水警報の危険度分布

降った雨による内水浸水のリスク
大雨警報（浸水害）の危険度分布

新規 新規

過去災害と地面の被覆状況や地形等も考慮して算出 過去災害と地質や川の位置等も考慮して算出

河川の水位・流量を直接的に示すもの
ではないが、気象の状況から洪水の
おそれが高まっている中小河川の
危険度領域を提供
※水位予測がなく、水位が急激に上昇するため、
実際に水位が上昇するより前の早い段階から
対応が必要となる中小河川の避難判断を支援

指定河川洪水予報

氾濫注意情報

氾濫発生情報
氾濫危険情報
氾濫警戒情報

下水道の水位や地表面の浸水深を
直接的に示すものではないが、気象
の状況から浸水のおそれが高まってい
る領域を提供
※雨量の分布図に比べ、浸水害の発生する
地域をより絞り込んで表示 4

高
危
険
度
低

大雨警報（浸水害）の危険度分布

洪水警報の危険度分布

極めて危険

非常に危険

警戒

注意

今後の情報等に留意

高

危
険
度

低

洪水警報の危険度分布

極めて危険

非常に危険

警戒

注意

今後の情報等に留意

高
危
険
度
低



防災気象情報の改善(自らの地域に迫る危険を把握できる仕組み)

○○市 今後の推移（ 警報級 注意報級）
備考

警報・注意報等
7日 8日

18時21時 0時 3時 6時 9時 12時15時18時

大雨

雨量(ミリ) 10 30 60 60 50 30

（浸水害） 浸水注意

（土砂災害） 土砂災害注意

洪水 （洪水害）

雷 竜巻、ひょう

気象庁は、危険度の高まり等を伝える「気象警報」等を提供し、それを受けて市町村職員や
住民が「危険度を色分けした時系列」や「メッシュ情報（危険度分布）」等によって
自らの地域に迫る危険の詳細を我が事感と納得感を持って把握できる仕組みを構築し、
市町村長の避難勧告等の判断を支援し、住民の主体的避難を促進することを目指します。

警報等を解説・見える化する

危険度の高まる
タイミングや
エリアを確認

大雨注意報

危険度の高まりを伝える

等

市町村市町村危険度の
高まり等を
伝える

記録的短時間
大雨情報 市町村長の避難勧告等の判断を支援

住民の主体的避難を促進

大雨警報

住 民

実況を迅速に伝える

危険の詳細を把握

危険度を色分けした時系列
警報級の可能性

可能性が高くなくともその発生
のおそれを積極的に伝える

等

5
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メッシュ情報 (危険度分布) 



 

平成２９年６月２０日 

水管理・国土保全局河川計画課 

 

「水
みず

防災
ぼうさい

意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画をとりまとめました 

～「水防災意識社会」の再構築に向けた取組を中小河川も含めた全国の河川でさらに加速～ 

 

 国土交通省では、「水防災意識社会」の再構築に向け、関係者が協力して概ね５年で緊急的に実施

すべき事項について、３２項目からなる「緊急行動計画」を６月２０日にとりまとめました。 

 

＜緊急行動計画とは＞ 

○国土交通省では、平成 27 年の関東・東北豪雨災害、昨年８月の台風 10 号等による豪雨災害を

受け、「水防災意識社会」再構築の取組を推進しているところ 

○本年１月の、「中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方」の答申※を受け、国土

交通大臣から、提言された取組についての具体的な行動計画を早急にとりまとめるよう指示 

○国・県管理河川において概ね５年で実施する各種取組の方向性、進め方や国の支援等について、

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画としてとりまとめ 

 

＜緊急行動計画における主な取組＞ 

① 水防法に基づく協議会の設置 

  ・平成 30 年出水期までに水防法に基づく協議会を設置 

  ・平成 30 年出水期までに概ね５年間の取組内容を「地域の 

取組方針」としてとりまとめ 

② 水害対応タイムラインの作成促進 

  ・国管理河川は作成目標を大幅に前倒し、本年６月上旬までに作成が完了 

  ・都道府県管理河川は協議会を活用し、対象市町村で平成 33 年度までに作成 

③ 要配慮者利用施設における避難体制構築への支援 

  ・平成 29 年度中に関係機関が連携して全国３地域（岩手県、岡山県、兵庫県）のモデ

ル施設で避難確保計画を検討・作成し、得られた知見を、協議会を通じて共有 

    ・平成 33 年度までに対象の要配慮者利用施設で避難確保計画の作成・避難訓練の実施 
 

今後、各地域において、各種取組を緊急的かつ強力に推進することで、「水防災意識社会」の一

刻も早い再構築を目指します。 

 
 
※答申については、国土交通省ＨＰを参照ください。

http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/shaseishin/kasenbunkakai/shouiinkai/daikibohanran/index.html 

 

 

 

 

 

 

＜問い合わせ先＞ 
国土交通省 水管理・国土保全局 河川計画課 河川計画調整室 
課長補佐   木村 （内線：35364） 
施策評価係長 安部 （内線：35328） 
代表：03-5253-8111 直通：03-5253-8445  FAX：03-5253-1602 

協議会の状況 

Administrator
スタンプ

Administrator
スタンプ



 

 

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画 

～「中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方（平成 29年 1月）」等を踏まえた緊急対策～ 

 

平成 29 年 6月 20 日 

国  土  交  通  省 

 

 平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による甚大な被害を踏まえ設置された「社会

資本整備審議会河川分科会大規模氾濫に対する減災のための治水対策検討小

委員会」の答申を踏まえ、国土交通省では「施設では防ぎきれない大洪水は発

生するもの」との考えに立ち、社会全体でこれに備えるため、ハード・ソフト

一体となった「水防災意識社会再構築ビジョン」の取り組みを国管理河川を中

心に進めてきた。 

 このような中、平成 28年 8月、台風 10 号等の一連の台風によって、中小河

川で氾濫が発生し、逃げ遅れによる多数の死者や甚大な経済被害が発生した。 

 この災害を受け、とりまとめられた同委員会の答申を踏まえ、「水防災意識

社会」の再構築に向けた取組を中小河川も含めた全国の河川でさらに加速させ

るため、「大規模氾濫減災協議会」制度の創設をはじめとする水防法等の一部

改正を行うなどの各種取組を進めているところである。 

 今般、両答申において実施すべき対策とされた事項のうち、緊急的に実施す

べき事項について実効性をもって着実に推進するため、国土交通大臣指示に基

づき、概ね 5 年（平成 33 年度）で取り組むべき各種取組に関する方向性、具

体的な進め方や国土交通省の支援等について、国土交通省として緊急行動計画

をとりまとめた。 

今後、国土交通省としては、本計画を踏まえ、都道府県等の関係機関と緊密

に連携し、各種取組を緊急的かつ強力に推進することで、「水防災意識社会」の

一刻も早い再構築を目指す。 

Administrator
スタンプ



「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画
～「中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方（平成29年1月）」等を踏まえた緊急対策～

○平成２７年９月関東・東北豪雨では、鬼怒川の堤防が決壊し、氾濫流による家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長期間の浸水被害、住民の避難の遅れによる多数の孤立者が
発生。（社会資本整備審議会「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～」（答申）, 平成27年12月）

○平成２８年８月、相次いで発生した台風による豪雨により、北海道、東北地方では中小河川で氾濫被害が発生し、特に岩手県が管理する小本川では要配慮者利用施設に
おいて入所者が逃げ遅れて犠牲になるなど、痛ましい被害が発生。 （社会資本整備審議会「中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について」（答申）, 平成29年1月）

背景

両答申において実施すべき対策とされた事項のうち、緊急的に実施すべき事項について、実効性をもって着実に推進するため、概ね5年（平成33年度）で取り組むべき
方向性、具体的な進め方や国土交通省の支援等について、国土交通省として32項目の緊急行動計画をとりまとめたもの。

（２）円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達、避難計画等に関する事項

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

③円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

①水防体制の強化に関する事項

②市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

（４）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組

（６）減災・防災に関する国の支援

・水害対応タイムラインの作成促進：国管理河川においては、6月上旬までに作成が完了
都道府県管理河川においては、対象となる市町村を検討・調整し、平成33年度までに作成

・要配慮者利用施設における避難確保：平成33年度までに対象となる全施設における避難確保計画の作成を進めるとともに、
それに基づく避難訓練を実施 等

・浸水実績等の周知：平成29年度中に、協議会において各構成員が既に保有する浸水実績等に関する情報を共有し、市町村

・防災教育の促進：平成29年度中に、国管理河川の全ての129協議会において、防災教育に関する支援を実施する学校を

・危機管理型ハード対策：国管理河川においては、平成32年度までに対策延長約1,800kmを整備

・危機管理型水位計：国管理河川においては、平成29年度までに危機管理型水位計配置計画を作成し、順次整備を実施
都道府県管理河川においては、協議会の場等を活用して、危機管理型水位計配置計画を検討・調整し、
順次整備を実施

・重要水防箇所の共同点検：毎年、出水期前に重要水防箇所や水防資機材等について河川管理者と水防活動に関わる

・水防に関する広報の充実：水防活動に関する住民等の理解を深めるための具体的な広報を検討・実施 等

・市町村庁舎等の施設関係者への情報伝達：各施設管理者等に対する洪水時の情報伝達体制・方法について検討

・洪水時の庁舎等の機能確保のための対策の充実：耐水化、非常用電源等の必要な対策については各施設管理者において

・排水施設等の運用改善：平成32年度までに国管理河川における長期間、浸水が継続する地区等において排水計画を作成
・浸水被害軽減地区の指定：浸水被害想定地区の指定にあたって、水防管理者の参考となる氾濫ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ結果等を情報提供

・水防災意識社会再構築に係る地方公共団体への財政的支援：防災・安全交付金による支援 ・都道府県間の災害時及び災害復旧への支援：平成30年度までに災害対応のﾉｳﾊｳを技術移転する人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作成し研修・訓練等を実施 等

（５）河川管理施設の整備等に関する事項

・堤防等河川管理施設の整備：国管理河川においては、平成32年度までに対策延長約1,200kmにおいて実施
・ダム再生の推進：「ダム再生ビジョン」を作成し、ダム再生の取組をより一層推進するための方策を実施 等

「施設では守り切れない大洪水は必ず発生するもの」へ意識を変革し、社会全体で洪水に備える「水防災意識社会」を再構築

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画

（１）水防法に基づく協議会の設置

・平成30年出水期までに、国及び都道府県管理河川の全ての対象河川において、水防法に基づく協議会を設置し、全ての
協議会において、概ね５年間の取組内容を記載した「地域の取組方針」をとりまとめ

教育関係者等と連携して決定し、指導計画の作成支援に着手 等

順次実施のうえ、実施状況については協議会で共有

（他4項目）

（他3項目）

（３）的確な水防活動のための取組

（他2項目）

（他2項目）

（他3項目）

その他、検討に一定の時間を要す以下の調査研究等の取組についても、着実に検討。
・洪水予測精度の向上や、降雨から流出までの時間が短い中小河川における水位予測技術の開発
・水害リスクを適切に評価するため、洪水氾濫による経済活動等への影響に関する調査研究

関係者（建設業者を含む）が共同して点検

において速やかに住民等に周知

・流木による流下阻害対策や土砂流出による河床変動を把握するための研究
・局所的な集中豪雨など、近年の降雨状況の変化などを適切に評価のうえ治水計画の見直しに関する検討 等

（他1項目）

Administrator
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「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画（主な取組）

要配慮者利用施設における避難体制構築への支援

水害危険性の周知促進

水防法に基づく協議会の設置

水害対応タイムラインの作成促進

防災教育の促進

○平成30年出水期までに、国及び都道府県管理河川の全ての対象河川において、水防法に基づく協議会を設置
し、今後の取組内容を記載した「地域の取組方針」をとりまとめ

○平成29年6月上旬までに、国管理河川全ての沿川市町村において水害対
応タイムラインの作成が完了（平成32年度までとしていた現在の作成目標を大幅に前倒し）

○平成33年度までに、都道府県管理河川沿川の対象となる市町村において、
水害対応タイムラインを作成

○平成33年度までに、対象となる全施設における避難確保計画の作成を進
めるとともに、それに基づく避難訓練を実施

○平成29年度中に、モデル施設において避難確保計画を作成

○ 平成29年度に国管理河川の全ての129協議会において、防災教育に関
する支援を実施する学校を教育関係者等と連携して決定し、指導計画の
作成支援に着手

○平成30年度末までに、国の支援により作成した指導計画を、都道府県管
理河川を含む協議会に関連する市町村の全ての学校に共有

○協議会の場等を活用し、平成30年出水期までに、今後5年間で指定予定の
洪水予報河川、水位周知河川について検討・調整を実施して、「地域の取
組方針」にとりまとめ
○平成33年度までに、市町村の役場等の所在地に係る河川の内、現在未指
定の約1,000河川において簡易な方法も活用して水害危険性を周知

＜協議会での取組事項＞
①現状の水害リスク情報や取組状況の共有
②水害対応タイムラインの作成・改善
③住民等に対する洪水予報や浸水想定等の情報提
供の方法の改善

④近隣市町村への避難体制の整備
⑤水防団間の応援・連絡体制の整備
⑥堤防上で水防活動のスペースを確保等するための
調整 等

協議会の開催状況

国管理河川 都道府県管理河川 国・都道府県管理河川共通凡例

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成33年度までに、市町村の役場等の所在地に係る河川の内、現在未指定の約
1,000河川において簡易な方法も活用して水害危険性を周知（既に水位周知河川等
に指定されている約1,500河川とあわせ、約2,500河川で水害危険性を周知）

協議会の場等を活用し、今後5年間で指定予
定の洪水予報河川、水位周知河川について
検討・調整を実施。平成30年出水期までに
「地域の取組方針」にとりまとめ

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成30年出水期までに、既に設置されている「水防災意識社会再構築ビ
ジョン」に基づく協議会を、水防法に基づく協議会へ移行したうえで、「地域
の取組方針」を確認し、減災対策を充実 ・毎年、協議会を通じて取組状況をフォローアップし、必要に応じて「地域の取組

方針」の見直しを実施
・協議会の取組内容等についてホームページ等で公表

平成29年出水期まで
に、「水防災意識社会
再構築ビジョン」に基
づく協議会を設置

平成30年出水期までに、既に設置されている協議会
を、水防法に基づく協議会へ移行、又は新たに設置し、
今後の取組内容を記載した「地域の取組方針」を
とりまとめ

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

毎年の出水期前に、関係機関と水害対応タイムラインの確認を行うとともに、
洪水対応訓練等にも活用し、得られた課題を水害対応タイムラインに反映

平成29年6月上旬までに国管理河
川の全ての沿川市町村で避難勧
告着目型の水害対応タイムライン
を作成

平成29年度中に洪水予報河川及び水位周知河川
の沿川等で、対象となる市町村を検討・調整

協議会の場等を活用し、平成33年度までに水害対応タイムラインを作成

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

平成28年度より、28
校において指導計画
の作成支援を先行し
て実施

学習指導要領改訂
平成29年3月31日

・平成29年度中に、国管理河川の全ての129協議会に
おいて、防災教育に関する支援を実施する学校を教育
関係者等と連携して決定し、平成30年度末までに、防災
教育に関する指導計画を作成できるよう支援

(平成29年3月31日に改訂された新学習指導要領の周知・徹底・移行期間) (平成29年3月31日に改訂された新学習指導要領の全面実施)

引き続き、防災教育の実施を支援

・国の支援により作成された指導計画を都道府県管理河川
を含む協議会に関連する市町村の全ての学校に共有

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

・平成33年度までに、対象となる全施設における避難確保計画の
作成を進めるとともに、それに基づく避難訓練を実施
・避難確保計画の作成状況、避難訓練の実施状況について、
毎年市町村等を通じて確認し、協議会で進捗状況を共有

平成29年6月までに
・要配慮者利用施設管理者向け計画作成手引き
の充実
・市町村等向け点検用マニュアル作成
・要配慮者利用施設向け説明会の開催

平成29年度中に、内閣府、消防庁、厚生労働省、県、市、施設管理
者等と連携して、岩手県、岡山県、兵庫県のモデル施設において避
難確保計画を検討・作成。とりまとめた知見については協議会等の
場で共有。
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「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画　取組一覧

これまでの取組（平成29年6月まで） 今後の進め方及び数値目標等

（1）大規模氾濫減災協議会の設置

【国・都道府県管理河川共通】
・「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づき、河川管
　理者、都道府県、市町村等からなる協議会を設置
　し、ハード・ソフト対策を一体的・計画的に推進。

【国管理河川】
・平成28年度までに全ての河川を対象に「水防災意
　識社会再構築ビジョン」に基づく協議会を全129地
　区で設置し、5年間の取組内容を「地域の取組方
　針」としてとりまとめ。

【都道府県管理河川】
・平成29年5月までに「水防災意識社会再構築ビジョ
　ン」に基づく協議会を175地区で設置。

【国管理河川】
・平成30年出水期までに、既に設置されている「水防災意識社会再構築ビ
　ジョン」に基づく協議会を、改正水防法に基づく「大規模氾濫減災協議会」
　へ移行。水防法の改正を受けて、「地域の取組方針」を再確認し、減災対
　策を充実。

【都道府県管理河川】
・平成30年出水期までに、既に設置されている「水防災意識社会再構築ビ
　ジョン」に基づく協議会を、改正水防法に基づく「都道府県大規模氾濫減
　災協議会」へ移行、又は新たに「都道府県大規模氾濫減災協議会」を設
　置し、各協議会において「地域の取組方針」をとりまとめ。
　　　　　　　　　　　　　　　　※「大規模氾濫減災協議会」及び「都道府県大規模氾濫減災協議会」
                          　　　　　   については、以下「協議会」という。

【国・都道府県管理河川共通】
・毎年、協議会を開催して取組状況をフォローアップし、必要に応じて「地域
　の取組方針」の見直しを実施。
・協議会の取組内容等についてホームページ等で公表。

（2）円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達、避難計画等に関する事項

・洪水時における河
  川管理者からの
  情報提供等（ホット
  ラインの構築）

【国管理河川】
・国管理河川では109水系に係る全ての市町村でホッ
　トライン構築。

【都道府県管理河川】
・都道府県管理河川ではホットラインを12県249市町
　村で構築。
・平成29年2月に都道府県向けに「中小河川における
　ホットライン活用ガイドライン(案）」を作成・通知。

【都道府県管理河川】
・協議会の場等を活用し、平成30年出水期までに、洪水予報河川及び水位
　周知河川の沿川市町村等と河川管理者において、ホットラインを構築。

【国・都道府県管理河川共通】
・毎年、出水期前に協議会において連絡体制を確認。

実施する施策

・大規模氾濫減災協
  議会の設置

※都道府県管理河川については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４５条の４第１項に基づく技術的な助言とする。
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これまでの取組（平成29年6月まで） 今後の進め方及び数値目標等

・避難勧告等発令の
  対象区域、判断基
  準等の確認（水害
  対応タイムライン）

【国管理河川】
・平成29年6月までに、全730市町村で、河川管理者、
　市町村、気象台等が連携し、避難勧告等の発令に
　着目した水害対応タイムラインを作成。
・全国15地域で、迅速かつ効率的な防災行動の実施
　を目指し、河川管理者、市町村、気象台等に加え、

　様々な関係者
（※1）

による多様な防災行動
（※2）

を
　対象とした水害対応タイムラインを作成。

（※1）市町村福祉部局、要配慮者利用施設管理者、ライフライン事業者等

（※2）要配慮者の避難、鉄道・電力・ガス等のライフライン事業者の対応

【都道府県管理河川】
・平成29年4月までに、15府県117市町村で水害対応
　タイムラインを作成。
・平成28年8月に都道府県に対して「タイムライン（防
　災行動計画）作成・活用指針（初版）」を通知。
・平成29年4月に都道府県に対して「水害対応タイム
　ラインの作成等について」を通知。

【国管理河川】
・平成29年度に、全国20地域で、迅速かつ効率的な防災行動の実施を目

　指し、河川管理者、市町村、気象台等に加え、様々な関係者
（※1）

による

　多様な防災行動
（※2）

を対象とした水害対応タイムラインの取組を先行し
　て検討するとともに、協議会の場等を活用して、その取組の拡大を図る。

【都道府県管理河川】
・平成29年度中に、協議会の場等を活用して、洪水予報河川及び水位周知
　河川の沿川等で対象となる市町村を検討・調整し、平成33年度までに水
　害対応タイムラインを作成。

【国・都道府県管理河川共通】
・毎年、出水期前に協議会において、市町村等関係機関と水害対応タイム
　ラインを確認。
・水害対応タイムラインを活用して、河川管理者は洪水対応訓練を実施し、
　また市町村は関係機関と連携して避難訓練等を実施して、明らかになっ
　た課題等を踏まえ、避難勧告の発令基準や水害対応タイムライン等を
　見直し。

・水害危険性の周知
  促進

【都道府県管理河川】
・平成29年3月に都道府県に対し「水位周知河川等の
　指定促進について」を通知。
・平成29年3月に「地域の水害危険性の周知に関する
　ガイドライン」公表し、都道府県に通知。

【都道府県管理河川】
・協議会の場等を活用し、平成30年出水期までに、今後5年間で指定予定
　の洪水予報河川、水位周知河川について検討・調整を実施して、「地域
　の取組方針」にとりまとめ。
・平成33年度を目途に、市町村の役場等に係る河川の内、現在、未指定の
　約1,000河川において簡易な方法も活用して浸水想定及び河川水位等の
　情報を提供（水害危険性の周知）。（既に水位周知河川等に指定されてい
　る約1,500河川とあわせ約2,500河川で水害危険性を周知。）
・毎年、協議会において、水害危険性の周知の実施状況を確認。

・ICTを活用した洪水
  情報の提供

【国管理河川】
・平成29年6月15日までに国管理河川68水系412市町
　村で洪水情報のプッシュ型配信を運用開始。

【国・都道府県管理河川共通】
・平成28年3月に「川の防災情報」をリニューアルし、
　スマートフォン版サイトを提供開始（GPSによる現在
　位置表示機能の追加、河川監視用カメラのライブ画
　像の提供開始等）。

【国管理河川】
・平成32年度までに全109水系の洪水予報指定河川で洪水情報のプッシュ
　型配信を運用開始。

【都道府県管理河川】
・都道府県がICTを活用した洪水情報等の住民周知を行うに際し、「川の防
　災情報」をプラットホームとして提供するなど技術的な支援を実施。

実施する施策
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これまでの取組（平成29年6月まで） 今後の進め方及び数値目標等

・隣接市町村におけ
  る避難場所の設定
  （広域避難体制の
  構築）等

【国・都道府県管理河川共通】
・平成28年4月に「水害ハザードマップ作成の手引き」
　を改定し、広域避難に関する基本的な考え方を記
　載。

【国・都道府県管理河川共通】
・各市町村において、水害リスク情報を踏まえて避難場所及び避難経路を
　検討し、当該市町村内の避難場所だけで避難者を収容できない場合等に
　おいては、協議会の場等を活用して、隣接市町村等における避難場所の
　設定や洪水時の連絡体制等について検討・調整を実施。
・また、必要となる避難場所、避難路の整備にあたっては、河川工事等の
　発生土砂を有効活用するなど、連携による効率的な整備を実施。

【国管理河川】
・平成32年度までに隣接市町村等への広域避難体制を構築。

【都道府県管理河川】
・国管理河川における先行事例の周知など技術的な支援を実施。

・要配慮者利用施設
  における避難計画
  の作成及び避難訓
  練の実施

【国・都道府県管理河川共通】
・要配慮者利用施設への説明会の開催。
　（平成29年6月までに全47都道府県で実施済み）
・平成29年6月に「要配慮者利用施設に係る避難確保
　計画作成の手引き」を改訂するとともに、「水害・
  土砂災害に係る要配慮者利用施設における避難
  計画点検マニュアル」を作成。
・平成29年6月に「土砂災害警戒避難ガイドライン」を
　改訂するとともに、「避難確保計画作成の手引き」
　（土砂災害）を作成。

【国・都道府県管理河川共通】
・平成29年度中に、内閣府、消防庁、厚生労働省、県、市、施設管理者等と
　連携して、兵庫県、岡山県、岩手県においてモデル施設を選定し、避難確
　保計画を作成。とりまとめた知見については、協議会等の場において共
　有。
・平成33年度までに対象の要配慮者利用施設（浸水：31,208施設、土砂災

　害：7,325施設（重複含む）
※

）における避難確保計画の作成・避難訓練を
　実施を目指す。　（※平成28年3月現在の施設数）
・避難確保計画の作成状況、避難訓練の実施状況については、毎年、協議
　会等の場において進捗状況を確認。
・平成29年7月に「土砂災害防止対策基本指針」を改訂予定。

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

・想定最大規模の洪
  水に係る浸水想定
  区域図等の作成と
  周知

【国・都道府県管理河川共通】
・平成27年7月に想定し得る最大規模の降雨に係る
　基準を告示。

【国管理河川】
・平成29年6月までに全109水系において作成・公表。

【都道府県管理河川】
・平成30年出水期までに、協議会の場等を活用して、今後5年間で実施する
　想定最大規模の降雨による浸水想定区域図等の作成・公表の予定を検
　討し、「地域の取組方針」にとりまとめ、順次作成・公表。

実施する施策
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これまでの取組（平成29年6月まで） 今後の進め方及び数値目標等

・水害ハザードマッ
  プの改良、周知、
  活用

【国・都道府県管理河川共通】
・平成28年4月に「水害ハザードマップ作成の手引き」
　を改定。
・平成29年6月に「まるごと・まちごとハザードマップ
　実施の手引き」を改定。

【国・都道府県管理河川共通】
・協議会の場等を活用して、水害ハザードマップの作成、周知及び訓練等
　への活用に関する優良事例を収集して、適宜、「水害ハザードマップ作成
　の手引き」を充実し、市町村に提供。
・想定最大規模の洪水による浸水想定区域図が作成された場合は、市町
　村において速やかに当該浸水想定に基づく水害ハザードマップを作成・
　周知。
・水害ハザードマップの作成・改良後は、国において速やかに国土交通省
　ハザードマップポータルサイトへ登録し、住民等へ広く周知。
・市町村において、水害ハザードマップの訓練等への活用について検討し
　た上で実施。

・浸水実績等の周知

【都道府県管理河川】
・平成29年6月に都道府県に対し浸水実績等の把握・
　周知の方法、留意点等についてまとめた説明資料
　を提供。

【都道府県管理河川】
・平成29年度中に協議会の場等において各構成員が既に保有する浸水実
　績等に関する情報を共有し、市町村において速やかに住民等に周知。

・防災教育の促進

【国管理河川】
・平成27年11月に、文部科学省と連携し、「国土交通
　省等と連携した防災教育の取組について」、「防災・
　河川環境教育の充実に係る取組の強化について」
　を作成。
・平成28年度より、教育関係者等と連携して、継続的
　に防災教育を実施する学校（28校）を決定し、指導
　計画の作成等の支援を開始。

【国管理河川】
・平成29年度に国管理河川の全ての129協議会において、防災教育に関
　する支援を実施する学校を教育関係者等と連携して決定し、指導計画の
　作成支援に着手。

【国・都道府県管理河川共通】
・平成30年度末までに、国の支援により作成した指導計画を、協議会の関
　連市町村における全ての学校に共有。
　（防災に関する内容が強化された新学習指導要領に基づく授業がH32年
　度から開始されることも念頭に実施）

実施する施策
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これまでの取組（平成29年6月まで） 今後の進め方及び数値目標等

・危機管理型水位
  計、河川監視用
  カメラの整備

＜危機管理型水位計＞
【国管理河川】

・平成29年6月、革新的河川管理プロジェクト
（※1）

で

　開発中の危機管理型水位計
（※2）

による試験計測
　を開始。

＜河川監視用カメラ＞
【国管理河川】
・平成27年関東・東北豪雨を受けて、国管理河川に
　おいて、河川監視用カメラ配置計画を見直し、洪水

　に対してリスクが高い全ての区間
(※3)

に設置完了。

（※1）IT、航空測量技術等の最新技術をオープン・イノベーションの手法に
　　　　よりスピード感をもって河川管理への実装化を図り、河川管理及び災
　　　　害対応の高度化を図るプロジェクト
（※2）低コストで自治体でも導入しやすいクラウド型・メンテナンスフリー水位
　　　　計
（※3）平成28年1月時点

＜危機管理型水位計＞
【国・都道府県管理河川共通】
・国において平成29年度中に危機管理型水位観測規定等を作成。
【国管理河川】
・平成29年度中に危機管理型水位計配置計画を公表。
・危機管理型水位計配置計画に基づいて、順次整備を実施。協議会の場
　等を活用して、配置状況を確認。
【都道府県管理河川】
・協議会の場等を活用して、危機管理型水位計配置計画を検討・調整し、
　順次整備を実施。協議会の場等を活用して、配置状況を確認。

＜河川監視用カメラ＞
【国・都道府県管理河川共通】
・国において河川監視用カメラ画像の確実な提供体制を確保するため、設
　置目的に応じた河川監視用カメラの開発に着手。
【国管理河川】
・河川監視用カメラの配置計画を見直し（設置目的に応じた性能最適化・集
　約化等）、順次整備を実施。
【都道府県管理河川】
・協議会の場等を活用して、河川監視用カメラ配置計画を検討・調整し、順
　次整備を実施。

・決壊までの時間を
  少しでも引き延ば
  す堤防構造の工
  夫（危機管理型ハ
  ード対策）

【国管理河川】
・平成27年関東・東北豪雨を受け、氾濫リスクが高い
　にもかかわらず、当面の間、上下流バランスの観点
　から、堤防整備に至らない区間など約1,800kmにつ
　いて危機管理型ハード対策に着手。
・平成29年3月までに約541kmの対策を実施。

【国管理河川】
・整備箇所や整備手順について、協議会で確認し、平成32年度までに対策
　延長約1,800kmを整備。

【都道府県管理河川】
・実施箇所の優先区間を定めて、協議会で確認し、順次整備を実施。

③円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

実施する施策

5/10



これまでの取組（平成29年6月まで） 今後の進め方及び数値目標等

・河川防災ステー
  ションの整備

【国管理河川】
・平成29年3月までに河川防災ステーションを48水系
　53河川94箇所整備。

【都道府県管理河川】
・平成29年3月までに河川防災ステーションを27水系
　38河川39箇所整備。

【国・都道府県管理河川共通】
・協議会の場等を活用して、河川防災ステーションの整備を進めるととも
　に、関係機関と情報を共有し市町村等の円滑な水防活動等、活用方策
　を検討・調整。

（3）的確な水防活動のための取組

①水防体制の強化に関する事項

・重要水防箇所の見
  直し及び水防資機
  材の確認

【国管理河川】
・平成27年10月に、各地方整備局へ重要水防箇所の
　点検・見直しなどを含む「平成27年9月関東・東北豪
　雨を受けた「避難を促す緊急行動」の実施につい
　て」を通知。

【国・都道府県管理河川共通】
・毎年、出水期前に重要水防箇所や水防資機材等について河川管理者と
　水防活動に関わる関係者（水防活動に係る建設業者を含む）が共同して
　点検を実施。

・水防に関する広報
  の充実（水防団確
  保に係る取組）

【国・都道府県管理河川共通】
・毎年5月（北海道は6月）に、水防活動に関する住民
　等の理解を深めるため、水防月間を実施。
・毎年2月、水防団員の意識啓発のため、水防功労者
　表彰を実施。

【国・都道府県管理河川共通】
・協議会の場等を活用して、水防団員の募集、自主防災組織、企業等の参
　画を促すための具体的な広報の進め方について検討の上、順次実施。

・水防訓練の充実
【国・都道府県管理河川共通】
・毎年、水防団等の技術力向上のため、水防月間に
　水防訓練を実施。

【国・都道府県管理河川共通】
・多様な関係機関、住民等の参加により、より実践的な水防訓練となるよ
　う、訓練内容の検討、調整をして実施。

・水防団間での連
  携、協力に関する
  検討

－
【国・都道府県管理河川共通】
・協議会の場等を活用し、大規模な氾濫に対してより広域的、効率的な水
　防活動が実施できるよう関係者の協力内容等について検討・調整。

実施する施策
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これまでの取組（平成29年6月まで） 今後の進め方及び数値目標等

②市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

・市町村庁舎や災害
  拠点病院等の施
  設関係者への情
  報伝達の充実

－

【国・都道府県管理河川共通】
・協議会の場等において、浸水想定区域内の市町村庁舎や災害拠点病院
　等に関する情報を共有し、各施設管理者等に対する洪水時の情報伝達
　体制・方法について検討。

・市町村庁舎や災害
  拠点病院等の機
  能確保のための
  対策の充実（耐
  水化、非常用発
  電等の整備）

－

【国・都道府県管理河川共通】
・協議会の場等において、浸水想定区域内の市町村庁舎や災害拠点病院
　等の機能確保に関する情報を共有し、耐水化、非常用電源等の必要な対
　策については各施設管理者において順次実施。対策の実施状況につい
　ては協議会で共有。

（4）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組

－

【国・都道府県管理河川共通】
・協議会の場等を活用して、水害リスク情報を共有するとともに、現況の
  施設・機材の情報について共有。

【国管理河川】
・平成32年度までに、長期にわたり浸水が継続する地域などにおいて、排
　水計画を作成。
・各施設管理者において施設の増強や耐水化等の対策を順次実施。

【都道府県管理河川】
・国管理河川における先行事例の周知など技術的な支援を実施。

－

【国・都道府県管理河川共通】
・水防管理者が浸水被害軽減地区を指定する際の参考となるよう、浸水エ
　リアの拡大を抑制する効用があると認められる土地に係る情報（地形
　データや氾濫シミュレーション結果等）提供を実施。
・複数市町村に影響があると想定される浸水被害軽減地区の指定につい
　ては、協議会の場等を活用して指定の予定や指定にあたっての課題を
　水防管理者間等で共有し、連携して指定に取り組む。

・浸水被害軽減地区の
  指定

実施する施策

・排水施設、排水資機
  材の運用方法の改善
  及び排水施設の整備
  等
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これまでの取組（平成29年6月まで） 今後の進め方及び数値目標等

（5）河川管理施設の整備等に関する事項

【国管理河川】
・平成27年関東・東北豪雨を受け、優先的に整備が
　必要な区間約1,200kmの内、平成29年3月末時点
　で、184km実施。

【国管理河川】
・平成32年度までに対策延長約1,200kmを整備。

【都道府県管理河川】
・河川の整備状況、整備方針等を協議会で共有、優先区間を定めて順次実
　施。

【国管理河川】
・平成27年関東・東北豪雨を受け、氾濫リスクが高い
　にもかかわらず、当面の間、上下流バランスの観点
　から、堤防整備に至らない区間など約1,800kmにつ
　いて危機管理型ハード対策に着手。
・平成29年3月までに約541kmの対策を実施。

【国管理河川】
・整備箇所や整備手順について、協議会で確認し、平成32年度までに対策
　延長約1,800kmを整備。

【都道府県管理河川】
・実施箇所の優先区間を定めて、協議会で確認し、順次整備を実施。

【国・都道府県管理河川共通】
・既設ダムのかさ上げや放流能力の増強等の施設改
　良によるダム再生を全国20ダムで実施。

【国管理河川】
・「ダムの柔軟な運用」について、国・水資源機構管理
　の123ダムで操作規則等の総点検を開始。

【国・都道府県管理河川共通】
・「ダム再生ビジョン」を作成し、ダム再生の取組をより一層推進するための
　方策を実施。
・既設ダムのかさ上げや放流能力の増強等を施設改良によるダム再生を
　実施。

【国管理河川】
・「ダムの柔軟な運用」について、国・水資源機構管理ダムにおいて、操作
　規則等の総点検を平成29年度中に実施し、結果を踏まえて関係機関と調
　整を行い、運用を見直し。
・水系ごとの治水上・利水上の課題の検討や、ダムの施設改良の候補箇所
　の全国的な調査、具体的な箇所でのダム施設改良の実施に向けた諸元
　等の検討を行うなど、施設改良によるダム再生を推進する調査を推進。
・ダムの洪水調節機能を十分に発揮させるため、流下能力の不足によりダ
　ムからの放流の制約となっている区間の河川改修を推進。

・決壊までの時間を
  少しでも引き延ばす
  堤防構造の工夫
  （危機管理型ハード
  対策）

実施する施策

・ダム再生の推進

・堤防等河川管理施設
  の整備（洪水氾濫を
  未然に防ぐ対策）
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これまでの取組（平成29年6月まで） 今後の進め方及び数値目標等

＜操作が不用な樋門等の導入＞
【国管理河川】
・平成29年3月に「樋門・樋管ゲート形式検討の手引
　き」（案）を作成。

＜樋門や水門等の無動力化・遠隔操作化等の推進＞
【国管理河川】
・平成29年度内にフラップ化等の無動力化を優先的に整備する対象施設を
　抽出し、順次整備を実施。

【都道府県管理河川】
・国と都道府県が参加する技術研究会等において、国の無動力化の取組
　について情報提供し、都道府県河川における無動力化の推進に資する
　技術的助言を実施。

【国・都道府県管理河川共通】
・平成29年度内に津波浸水リスクの高い地域等において、水門等の自動化
　・遠隔操作化を優先的に整備する対象施設を抽出し、順次整備を実施。

＜確実な施設の運用体制確保＞
【国管理河川】
・市町村以外で操作委託が可能な団体について検討を実施。

【国管理河川】
・平成29年4月、河川管理及び災害対応の高度化に

　向けた革新的河川管理プロジェクト
（※1）

で開発中

　の陸上・水中ドローン
（※2）

および全天候型ドロー

  ン
（※3）

による試験飛行・試験計測を開始。

（※1）IT、航空測量技術等の最新技術をオープン・イノベーションの手法に
　　　　よりスピード感をもって河川管理への実装化を図り、河川管理及び災
　　　　害対応の高度化を図るプロジェクト
（※2）陸上・水中を上空からレーザーで測量するドローン
（※3）降雨・強風時でも飛行し、情報を収集するドローン

【国管理河川】
・平成29年度中に、河川堤防や河床の形状を面的に計測し河川管理の高
　度化を図る陸上・水中ドローンと、降雨・強風時でも飛行し災害発生現場
　等の映像等を迅速に収集する全天候型ドローンを開発し、平成30年から
　開発したドローンを順次配備予定。

【都道府県河川】
・開発したドローンについて平成29年度内に国から都道府県へ情報提供。

（6）減災・防災に関する国の支援

【都道府県管理河川】
・平成29年度より防災・安全交付金の制度を拡充。
　（ハード対策を実施している河川の沿川におけるソ
　フト対策だけでなく、流域内で実施するソフト対策に
　ついても新たに防災・安全交付金の対象）

【都道府県管理河川】
・防災・安全交付金により、水防災意識社会再構築の取組を支援。

・樋門・樋管等の施設
  の確実な運用体制の
  確保

・河川管理の高度化の
  検討

・水防災社会再構築に
  係る地方公共団体へ
  の財政的支援

実施する施策
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これまでの取組（平成29年6月まで） 今後の進め方及び数値目標等

【都道府県管理河川】
・ダムの再開発や災害復旧事業等のうち、高度な技
　術力等が必要な工事について、都道府県から要請
　があった場合に国・水資源機構が代行する制度を
　創設。

【都道府県管理河川】
・ダムの再開発や災害復旧事業等のうち、高度な技術力等が必要な工事
　について、都道府県から要請があった場合に国・水資源機構が代行して
　実施。

【国・都道府県管理河川共通】
・浸水ナビ、ハザードマップポータルサイト等により、
　浸水想定区域等の水害リスク情報を公表。

【国管理河川】
・立地適正化計画の作成を検討している市町村のま
　ちづくり部局に対し、直接水害リスク情報を説明。
・不動産関連事業者に対し、水害リスク情報等に
　係る施策の最新情報を説明。

【国・都道府県管理河川共通】
・平成29年度中に浸水想定区域内の全ての市町村のまちづくり担当部局
  等に対し、水害リスク情報を提供。
・国において、災害危険区域を適切に指定促進するため、関係部局と連携
　して平成29年度中を目途に災害危険区域指定に係る事例集を作成し地
　方公共団体へ周知。
・不動産関連事業者に対し、引き続き、研修会等で水害リスク情報等
　に係る施策の最新情報を説明。

【国・都道府県管理河川共通】
・大規模地震や大規模水害に対しTEC-FORCEを派
　遣し、排水ポンプ車による緊急排水、被災状況調査
　等の被災地支援を実施。
・国土交通大学校、地方整備局が実施する研修等に
　おける地方公共団体職員受け入れ枠を拡大。
・国、都道府県等の関係者が一体となった実動訓練
　等を実施。(平成28年実績18回)
・平成29年4月に、「災害復旧・改良復旧事業におけ
　るICTの活用について（事例集）」及び
　「TEC-FORCEによる被災状況調査におけるICTの
　活用促進と最近の活用事例」等を作成。

【国・都道府県管理河川共通】
・平成30年度までに災害対応のノウハウを技術移転するため、初動対応か
　ら復旧に至るまで総合的にマネジメントできる人材育成プログラムを作成
　し、これに基づき研修・訓練等を全地方整備局等で実施。
・国による地方公共団体等への支援充実に加え、地方公共団体間の相互
　支援を促し、災害対応力の向上を図るため、災害発生時に各地方整備局
　等から被災状況やTEC-FORCEによる支援活動を被災地以外の地方公
　共団体にも情報提供を充実。

【国管理河川】
・平成27年9月から、DiMAPS（統合災害情報システ
　ム）の運用を開始。

【国・都道府県管理河川共通】
・平成29年度中に、DiMAPSの利用促進に向け、全都道府県に対する説明
　を実施し、都道府県と災害情報共有を強化。

・適切な土地利用の
  促進

実施する施策

・災害時及び災害復旧
  に対する支援

その他、『大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～』（平成27年12月、社会資本整備審議会答
申）及び『中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について』（平成29年1月、社会資本整備審議会答申）を受け、進めている調査研究等の取組（「堤防の連続的な高
さについての調査の実施」、「水防活動の効率性の向上」、「リアルタイムで浸水区域を把握する技術の開発」、「中小河川における洪水予測技術の開発」、「ダムへの流入量の予測
精度の向上」、「水害リスクの把握に関する調査研究」、「流木や土砂の影響への対策」、及び「近年の降雨状況の計画への適切な反映」）については、長期的な視点や最新の知見等
を踏まえ、継続的に進めていくこととしている。

・災害情報の地方公共
  団体との共有体制強
  化

・代行制度による都道
  府県に対する技術支
  援

10/10































 

1 
 

資料-12 

紀の川下流部大規模氾濫に関する減災対策協議会規約  

  

（名称）  

第 1 条 この会議は、水防法（昭和 24 年 6 月 4日法律第 193 号）第１５条の９、第１５

条の１０に基づき組織することとし、名称を紀の川下流部大規模氾濫に関する減災

対策協議会（以下「協議会」という。）とする。  

  

（目的）  

第 2 条 協議会は、平成２７年９月関東・東北豪雨により大規模な浸水被害が発生した

ことを踏まえ、河川管理者、県、市、町等が連携・協力して、減災のための目標を

共有し、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推進することにより、紀の川

流域市町において氾濫が発生することを前提として社会全体で常に洪水に備える

「水防災意識社会」を下記河川において再構築することを目的とする。 

１）洪水予報河川（紀の川） 

   ２）水位周知河川（貴志川、和田川、亀の川、日方川、加茂川） 

 ３）その他、協議会が必要と認める河川 

  

（協議会の構成）  

第 3 条 協議会は、別紙１の職にある者をもって構成する。  

  ２ 協議会の運営、進行及び招集は事務局が行う。  

  ３ 事務局は、第 1項によるもののほか、協議会構成員の同意を得て、必要に応じて 

別紙１の職にある者以外の者（学識経験者等）に参加を求めることができる。  

  

（幹事会の構成）  

第 4 条 協議会に幹事会を置く。  

  ２ 幹事会は、別紙２の職にある者をもって構成する。  

  ３ 幹事会の運営、進行及び招集は事務局が行う。  

  ４ 幹事会は、協議会の運営に必要な情報交換、調査、分析、減災対策等の各種検討、 

調整を行うことを目的とし、結果について協議会へ報告する。  

  ５ 事務局は、第２項によるもののほか、幹事会構成員の同意を得て、必要に応じて 

別紙２の職にある者以外の者（学識経験者等）に参加を求めることができる。  

  

（協議会の実施事項）  

第 5 条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。  

  一 洪水の浸水想定等の水害リスク情報を共有するとともに、各構成員がそれぞれ又 

は連携して実施している現状の減災に係る取組状況等について共有する。  
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  二 円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動及び円滑かつ迅速な氾濫水の排水を実現す 

るために各構成員がそれぞれ又は連携して取り組む事項をまとめた地域の取組方 

針を作成し、共有する。 

三 毎年、出水期前に協議会を開催するなどして、地域の取組方針に基づく対策の実 

施状況を確認する。また、堤防の共同点検等を実施し、状況の共有を図る。  

  四 その他、大規模氾濫に関する減災対策に関して必要な事項を実施する。  

  

（会議の公開）  

第 6 条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開とする。ただし、審議内容によっ 

ては、協議会に諮り、非公開とすることができる。  

  ２ 幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会へ報告することにより公開と 

見なす。  

  

（協議会資料等の公表）  

第 7 条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただし、 

個人情報等で公表することが適切でない資料等については、協議会の了解を得て公 

表しないものとする。  

  ２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した委員の確認を得 

た後、公表するものとする。  

  

（事務局）  

第 8 条 協議会の庶務を行うため、近畿地方整備局和歌山河川国道事務所に事務局を置 

く。  

  

（雑則）  

第 9 条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続きその他運営に関し必要な

事項については、協議会で定めるものとする。  

  

（附則）  

本規約は、平成 28 年 6月 23 日から施行する。 

本規約は、平成 29 年 6月 21 日から施行する。 
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別紙１  

   

和歌山地方気象台長  

和歌山県県土整備部長  

和歌山市長  

海南市長 

紀の川市長  

岩出市長 

紀美野町長  

近畿地方整備局紀の川ダム統合管理事務所長  

近畿地方整備局和歌山河川国道事務所長 
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別紙２  

  

和歌山地方気象台防災管理官  

和歌山県県土整備部河川・下水道局河川課長  

和歌山県総務部危機管理局防災企画課長  

和歌山市危機管理部総合防災課長  

海南市総務部危機管理課長 

紀の川市危機管理部危機管理課長  

岩出市総務部総務課長  

紀美野町総務課長 

近畿地方整備局紀の川ダム統合管理事務所防災情報課長  

近畿地方整備局和歌山河川国道事務所副所長 

和歌山県海草振興局建設部長 

和歌山県海草振興局地域振興部長 

和歌山県那賀振興局建設部長 

和歌山県那賀振興局地域振興部長 

 


